
⑭

○ 東京湾に入湾する船舶及び航路別管制船舶隻数の通行状況は以下

のようになっている。

（２００１海上保安レポート）
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東京湾に入航する0～500総トンの船舶の航跡図
（平成元年10月30日正午～31日正午（24時間））



(平成12年1月～12月)

管制船舶とは、
（1）巨大船　　長さ200ｍ以上の船舶
（2）危険物積載船
　　　①火薬類80トン以上を積載している総トン数300トン以上の船舶
　　　②ばら積みの高圧ガスで引火性のものを積載している総トン数1,000トン以上の船舶
　　　③ばら積みの引火性液体を積載している総トン数1,000トン以上の船舶
　　　④有機過酸化物200トン以上を積載する総トン数300以上の船舶
（3）長大物件えい（押）航船
　　　引き船の船首から引かれる物件の後端まで又は押し船の船尾から押される物件の先端までの
　　　距離が200m以上のもの
をいう。

（２００１海上保安レポートより作成）

航路別管制船舶隻数の通航状況

①浦賀水道航路 ②中ノ瀬航路 ③伊良湖水道 ④明石海峡 ⑤備讃瀬戸東 ⑥宇高東 ⑦宇高西 ⑧備讃瀬戸北 ⑨備讃瀬戸南 ⑩水島 ⑪来島海峡

日本船 5,070 1,142 2,249 2,487 1,999 0 5 1,098 1,153 839 2,455

外国船 10,488 3,941 4,288 2,376 1,812 0 0 877 792 1,025 1,029

計 15,558 5,083 6,537 4,863 3,811 0 5 1,975 1,945 1,864 3,484
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⑮

○ マリンレジャーで海を利用している人の数は以下のようになっている。

（平成12年版 海上保安白書 ）

（図説 漁業白書 平成11年度 ）

マリンレジャー人口

マリンレジャー参加人口の推移

海面における遊漁者数の推移



⑯

○ 船旅を目的として航路を利用した人の数は以下のとおり。

全　体　人　数

日本と海外を結ぶ航路を利用した人の数

国内を巡る航路を利用した人の数

（国土交通省（旧運輸省）資料）

クルーズ人口



⑰

○ 港湾における水際線の開放状況は以下のとおり。

　　　（港湾管理者へのアンケート調査（1993年6月、2000年7月）より国土交通省（旧運輸省）作成）

市民が近づける海辺の状況



⑱

○ プレジャーボートの保有隻数の推移及び小型船舶操縦士の

免許保有者の推移は以下のとおり。

（平成13年版 観光白書）

プレジャ－ボ－トの利用

プレジャーボート保有隻数
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（日本小型船舶検査機構資料より作成）

単位：千隻

小型船舶操縦有資格者数の推移

 舟艇保有隻数の推移



○ プレジャーボートの保管の実態は以下のとおり。

プレジャーボートの保管状況

 

※調査範囲は全国全ての港湾、漁港、河川
（１９９６年の国土交通省（旧運輸省、旧建設省）、水産庁調査より作成）



⑲

○ 家庭から発生したゴミ（一般廃棄物）の最終処分場所の状況は

以下のとおり。

環境省資料より作成

廃棄物の海面処分

一般廃棄物の海面処分場のシェア
（全国、1998年）

陸上処分率
82%

海面処分率
18%

一般廃棄物の海面処分場のシェア
（東京湾、1997年）

海面処分率
49%

陸上処分率
51%

一般廃棄物の海面処分場のシェア
（東京都、1998年）

海面処分率
85%

陸上処分率
15%



⑳

○ 東京湾における埋立の状況及び工場跡地等の低未利用地の状況は

以下のとおり。

東京湾の臨海部低未利用地

（2001年5月 国土交通省調べ）

臨海部における土地利用

木更津エリア

千葉エリア
東京エリア

横浜エリア

川崎エリア

107.8ha木更津エリア

382.1ha千葉エリア

9.6ha横浜エリア

147.5ha川崎エリア

276.5ha東京エリア



21

○ 戦後の埋立の状況は以下のとおり。

目的別竣功埋立面積（S20～H10) 単位ha （ ）内は%

住宅用地 工場用地 農業用地 その他 計

(4 ) (54 ) (42 )

2,776 36,976 28,381 68,133

(4 ) (8 ) (68 ) (20 )

5,471 12,096 99,368 28,944 145,879

（国土交通省資料）

港湾区域以外

埋立面積

港湾区域

戦後の埋立面積の推移
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　　　　　　　竣功面積(港湾区域以外)
　　　　　　　竣功面積(港湾区域)
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○ 深層水の取水施設の分布状況は以下のとおり。

（（社）海洋産業研究会資料）

海洋深層水

海洋深層水取水施設の分布図
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○ 風力発電施設の設置状況は以下のとおり。

風力発電

「風力発電導入ガイドブック」ＮＥＤＯ

風力発電施設分布図



24

○ 日本の漁業生産量等の推移及び食用魚介類の自給率等の推移は、

以下のとおり。

漁業

  漁業部門別生産量等の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (農林水産省ホームページ)

内水面漁業
　　　養殖業


